
清須市行財政改革推進プランにおける「具体的な取組項目」の概要 

№ 
項目名 

（★は国からの助言通知関係の項目） 
担当課 取組内容 

取組の工程 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

１ 子育て世代包括支援センターの設置 新規 
子育て支援課 

健康推進課 

■「子育て世代包括支援センター」の設置

検討（平成 32 年度開設目途） 

■「子育てコンシェルジュ」の配置（平成

29 年度から） 

■設置検討 

 

■配置 

→ → → → → 

 

→（適切な運用）→ 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

２ 
マイナンバーカードを利用した子育てワ

ンストップサービスの導入 
新規 

子育て支援課 

健康推進課 

■子育てワンストップサービスの導入（平

成 29 年度中） 

■サービスの利用促進と充実・改善 

■課題整理・準備等 

    ■導入 

 

→（利用促進等）→ 

 

→ → → → → 

３ 
マイナンバーカードを利用した各種証明

書のコンビニ交付の導入★ 
新規 市民課 

■コンビニ交付の導入（平成 31 年度中の運

用開始目途） 

■課題整理・準備等 → → → → → → → ■導入 

４ コンビニ収納の拡大  収納課 

■介護保険料及び後期高齢者医療保険料に

係るコンビニ収納の順次導入（平成 30 年

4 月以降） 

■課題整理・準備等 ■順次導入 → → →（適切な運用）→ 

 

 

５ 市民サービスセンターのあり方検討  企画政策課 

■各市民サービスセンターの利用状況把握 

■コンビニ交付の導入とあわせた市民サー

ビスセンターのあり方検討 

■利用状況把握 

■あり方検討 

→（毎 年 度）→ 

→ → → → → 

→ → → → → 

→ → → → → 

 

 

６ 指定管理者制度の拡充★  
施設所管課 

（企画政策課） 

■社会教育施設や観光施設等への指定管理

者制度の導入検討 

■統一的なガイドラインの策定 

■導入検討 

 

■ガイドライン策定 

■検討結果を踏まえ

て、順次導入 

→（適切な運用）→ 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

 

 

７ 窓口業務の民間委託導入に向けた検討★ 新規 
窓口業務所管課 

（人事秘書課） 

■窓口業務に係る民間委託の導入検討 ■効果・課題等の検討 → → → → → → → → → → 

※検討結果を踏まえて是非等を判断 

８ 公共サービスの民営化  
全庁 

（企画政策課） 

■一場保育園の認定こども園化（平成 32 年

度の開園目途） 

■公共サービスの民営化の可能性検討 

■準備等 

 

■可能性検討 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

９ 
行政評価を活用した事務事業の見直し・

改善 
 

全庁 

（企画政策課） 

■事務事業評価・施策評価の実施 

■行政改革推進委員会における外部評価 

■施策評価等を踏まえた事務事業の見直し 

■評価の実施 

■外部評価 

■事務事業の見直し 

→（毎 年 度）→ 

→（毎 年 度）→ 

→（毎 年 度）→ 

→ → → → → 

→ → → → → 

→ → → → → 

 

 

10 公共施設等の維持管理契約の適正化 新規 
全庁 

（財政課） 

■複数の公共施設等の維持管理業務の一括

発注の可能性検討 

■可能性検討 → → → → → → → → → → 

※検討結果を踏まえて是非等を判断 

11 情報システムのクラウド化★ 新規 企画政策課 
■情報システムのクラウド化検討 ■検討 → → → → → → → → → → 

 

指標 コンビニ収納による納付割合 

指標 各種証明書の市民サービスセンターにおける発行割合 

指標 指定管理者制度の導入施設数 

指標 行政評価を活用した事務事業の見直し・改善による効果額 

資 料 ５ 
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№ 
項目名 

（★は国からの助言通知関係の項目） 
担当課 取組内容 

取組の工程 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

12 財政中期試算を踏まえた財政運営  財政課 

■予算配分の重点化・効率化 

■市債発行の抑制 

■財政調整基金の計画的な活用 

■経常経費の抑制 

■実施 →（毎 年 度）→ → → → → → 

13 公共施設使用料の適正化  
全庁 

（企画政策課） 

■定期的な公共施設使用料の見直し（平成

31 年 10 月目途） 

■基本方針対象外施設（清洲城等）の使用

料の見直し検討 

■維持管理経費の適

切な把握 

→（毎 年 度）→ 

■見直し準備 

→ → → → → 

→ →■使用料改定 

■見直し検討 → → → → → → → → → → 

※検討結果を踏まえて是非等を判断 

14 国民健康保険事業の運営のあり方検討  保険年金課 

■国保運営の定期的なあり方検討（保険税

率の改定等の判断を含む） 

■次期「保健事業計画」等の策定 

■あり方検討 

 

■次期計画策定 

→(検討結果反映)→ → → → → → 

■あり方検討 

15 下水道事業への公営企業会計の適用★ 新規 上下水道課 

■下水道事業への公営企業会計適用（平成

31 年度適用目途） 

■損益情報等を活用した下水道事業の経営 

■課題整理・準備等 → → → → → ■適用 

 

■損益情報等を活用

した経営 

16 下水道事業に関する経営戦略の策定★ 新規 上下水道課 
■下水道事業への公営企業会計適用にあわ

せた次期「経営戦略」の策定 

■次期計画策定に向

けた検討 

■次期計画策定 ■次期計画に基づく

経営推進 

17 公共施設マネジメントの推進★  
全庁 

（財政課） 

■公共施設等の更なる集約化・複合化に向

けた検討 

■施設の状態把握の

ための基礎調査 

■集約化・複合化検討 

 

■個別施設計画の策

定（順次） 

 

 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

 

 

 

18 
統一的な基準による財務書類等の作成・

活用★ 
新規 財政課 

■統一的な基準による財務書類等の作成

（平成 29 年度中） 

■財務書類等の公共施設マネジメント等へ

の活用推進 

■作成 →（毎 年 度）→ 

 

■活用推進 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

19 市有財産等を活用した自主財源の確保  
全庁 

（企画政策課） 

■「広報清須」への有料広告掲載導入（平

成 30 年度運用開始目途） 

■ネーミングライツなど市有財産等の新た

な活用策の導入検討 

■課題整理・準備等 

 

■導入検討 

■導入 

 

→ → → → → 

→（適切な運用）→ 

 

→ → → → → 

※検討結果を踏まえて是非等を判断 

 

 

20 
定員の適正化と政策課題に対応した組織

の見直し 
 人事秘書課 

■定員の適正化 

■政策課題に対応した組織の見直し検討 

■次期「定員適正化計画」の策定 

■実施 

■見直し検討（随時） 

 

→（毎 年 度）→ 

→（随   時）→ 

■次期計画策定 

 

 

→ → → → → 

→ → → → → 

 

 

指標 市債残高、財政調整基金残高、経常収支比率 

指標 個別施設計画（学校を除く）を策定した施設数 

指標 市有財産等の活用（新規）による効果額 

指標 清須市の職員数 
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№ 
項目名 

（★は国からの助言通知関係の項目） 
担当課 取組内容 

取組の工程 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

21 
ワークライフバランスと女性職員の活躍

の推進 
 人事秘書課 

■「特定事業主行動計画」の推進 

■次期「特定事業主行動計画」の策定 

■推進 → → → → → 

 

→ → → → → 

■次期計画策定 

 

 

22 
職員研修の充実と人事評価制度の適正運

用 
 人事秘書課 

■質の高い研修の着実な実施 

■人事評価制度の適正運用と見直し検討 

■実施 

■適正運用 

■見直し検討（随時） 

→（毎 年 度）→ 

→（毎 年 度）→ 

→（随   時）→ 

→ → → → → 

→ → → → → 

→ → → → → 

23 市民活動団体への支援 新規 企画政策課 

■市民活動団体の活動等に係る情報の集

約・一元化と市民への積極的な情報発信 

■更なる市民活動団体支援のあり方検討 

■情報の集約・一元化 ■情報発信 

 

■あり方検討 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

 

 

24 市民協働による事業の促進  
全庁 

（企画政策課） 

■市民協働による事業促進のための庁内体

制整備 

■「市民協働指針」の充実・改善 

■情報の集約・一元化 ■庁内体制整備 

 

■指針の充実・改善 

→ → → → → 

 

→ → → → → 

25 市内企業との連携推進  
全庁 

（企画政策課） 

■市内企業との連携推進のための庁内体制

整備 

■情報の集約・一元化  

■庁内体制整備 

 

→ → → → → 

26 
ふるさと納税制度における市内企業との

連携強化 
 企画政策課 

■協賛企業の拡大 

■より魅力的な返礼品の贈呈 

■協賛企業の拡大 

■返礼品の贈呈 

→ → → → → 

→ → → → → 

→ → → → → 

→ → → → → 

 

 

 

指標 職員一人当たり超過勤務時間数（月平均）・年次休暇取得日数

日数日数 

指標 市が情報発信を行っている市民活動団体数 

指標 協賛企業数、返礼品数 
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